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日本の地理学におけるインド地域研究の展開
― 1980年代以降の成果を中心に―

岡橋秀典 *

要旨：本稿では，インドを対象として日本の地理学者が行った研究を 1980年代以降について整理し，その成果と
課題を明らかにしようとした。これらの研究が行われた時期は，1980年代の経済の部分自由化期と，1991年以降
の本格的な経済自由化期に当たり，停滞するインドから変貌するインドへの移行が明瞭になった時期である。最初
に，長くインドの経済社会の中心にあった農業の変化と農村の開発に関する研究に触れ，次いで，経済自由化の中
で大きな地域変化をもたらしたものとして，工業化と新たな工業地域の形成，都市化の進展と大都市の発展，経済
発展にともなう空間構造の再編の順に，検討した。その結果，社会経済変化の実態とそのメカニズムについて多く
の研究成果が得られていることが判明した。しかしながら，大都市や国土空間構造に関する研究は未だ少なく，今
後の体系的アプローチが期待される。
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Ⅰ．はじめに
　インドは，1991年の経済自由化を契機に急速な経
済発展を遂げ，今や中国，ブラジルなどとともに新興
経済大国として世界の注目を集めている。特に大都市
の発展はめざましく，停滞のインドといったこれまで
のイメージを一気に払拭しつつある。インドの国土は
広大で，かつその自然や文化などの地理的な多様性も
きわめて大きい。他方，独立後，言語を中心とした州
の編成がなされたため，州を単位とした地域主義的な
動きも強い。また，近年の経済発展は都市化，工業化
を加速させ，空間の再編や経済の地域格差をもたらし
ている。このように，インドは元来地域的な多様性を
有しているが，近年は経済発展による地域変化が著し
く，それがまた新たな多様性を生んでいる。国外に目
を向けても，政治，経済，文化など様々な側面で外国
との結びつきが強まっており，グローバル化が地域に
大きな影響を与えている。
　本稿は，このように地域的多様性が大きいインドを
対象として，近年のその急速な変貌を明らかにすべく
日本の地理学者が行った研究を，1980年代以降にし
ぼって整理し，その成果と課題を明らかにしようとす
るものである。なお，ここでは目的との関係で自然地
理学の研究は対象から除外していることを断っておき
たい。これらの研究が行われた時期は，1980年代の
経済の部分自由化期と，1991年以降の本格的な経済

自由化期に当たり，停滞するインドから変貌するイン
ドへの移行が明瞭になった時期であった。それゆえ，
次章以降で紹介するように，社会経済変化の実態とそ
のメカニズムについて多くの研究成果が得られた。
　海外に関する地理学的研究は，特定の大学を拠点と
して共同で行われるものが少なくない。インドの場合
は日本では広島大学が知られており，共同研究による
多くの成果が蓄積されてきた。本稿においても，それ
らの成果に多くを依存している。広島大学のインド地
誌研究は，米倉二郎（当時，広島大学地理学教室教授）
の周到な準備（米倉，1992）によって実現した。
1967年の「インド集落の変貌」プロジェクト（米倉，
1973）に始まり，以来 40年以上が経過したが，現在
も継続されている。半世紀近くのその成果については，
藤原ほか（1987），藤原（1998），藤原（2006），岡橋
（2007a）による紹介があるので参照されたい。
　本論文の構成は以下の通りである。最初に，長くイ
ンドの経済社会の中心にあった農業の変化と農村の開
発に関する研究に触れ，次いで，経済自由化の中で大
きな地域変化をもたらしたものとして，工業化と新た
な工業地域の形成，都市化の進展と大都市の発展，経
済発展にともなう空間構造の再編の順に，これらに関
わる研究を取り上げて検討する。
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Ⅱ． 農業の変化と農村開発―「停滞のインド」からの
脱皮

１．農業開発と地域変化―緑の革命の地域的影響
　1970年代初頭に，広島大学は北西インドのパン
ジャーブ平原において村落レベルの共同調査を実施し
た（Ishida，1974; 応地，1974）。この調査により，緑
の革命が農業のみならず村落生活にも大きな変化をも
たらしていることが判明した。緑の革命については，
当時，階層間格差や地域間格差を助長するものとして
批判的な見方も多かったが 1），フィールドワークにも
とづき地域変化の実態を追究し，それに即して緑の革
命の的確な評価を行った点が高く評価される。そこか
ら，インド農村に見られる変化を単なる旧秩序の解体
ではなく，近代化あるいは発展の動きと捉え直し，そ
れを主導する政府の農業・農村開発の諸政策に注目す
る新たな視点が生まれた。
　続いて，この成果に立って，未だこの方面の研究の
少ない南インドを対象に緑の革命の進展とその地域的
影響について研究が進められた（Fujiwara, 1980; 
1982）。調査地域は，カルナータカ州の南マイダン地
区の 2村であった。用水路灌漑の整備された村では，
1960年代後半に化学肥料の普及や高収量品種の導入
がなされ，コメ，サトウキビなどの収量が大幅に増加
した。一方，井戸の普及によって灌漑耕地が拡大した
村では，コメ，サトウキビに加えて，野菜・果物の栽
培も増大して，農業労働者・職人層の雇用機会を増大
させた。両村ともに，農業生産性の向上がはっきり認
められたが，農業の革新的な発展は，家屋の新・改築，
新築移転，飲料用井戸の掘削など集落景観にも大きな
変化をもたらしていた。この研究からは，緑の革命の
ような開発計画の評価は，マクロな議論にとどまらず，
村落レベル，農民レベルの具体的検証を行うべきこと
が示唆される。
　この南インド調査では，緑の革命の進展が顕著でな
い地域も対象となり，地域条件によって異なる動きを
みせる農村の実態が明らかにされた（Fujiwara，
1984）。対象地域は，一つは降雨の少ないデカン高原
の半乾燥地域，もう一つは多雨の西ガーツ山脈の山村
であった。前者の 2村のうち灌漑が普及していない干
ばつ常習地域の村では，雑穀の混作とワタ，タマネギ
といった商品作物が栽培されていたが，耕地の大部分
が非灌漑耕地であるため降水量の変動の影響を受けや
すく，作況の年次変動が大きく所得も不安定であった。
しかし，1970年代に入り干ばつ常習地域計画（Drought 
Prone Areas Programme: DPAP）をはじめとする開発
政策により，村の社会経済状況は改善をみた。もう一

つの大規模灌漑が行われた村では，灌漑の整備により
伝統的な雑穀の粗放栽培からワタをはじめとした商品
作物栽培への転換が進んだが，土地所有の世帯間格差
が著しいため農業経営の階層分化が同時に進行した。
　後者の西ガーツ多雨山村の場合，コーヒーやカルダ
モンといった商品作物の栽培に重きを置く村では，土
地改革が水田のみに限定され不徹底であったため，水
稲高収量品種の導入はあったものの，少数のコーヒー
農園経営者の農業経営上の優位が続いていた。もう一
つの調査村では灌漑耕地が少なく，6割近くを占める
非灌漑耕地がカシューナッツなどの樹木作物の栽培に
当てられていたが，1970年代に土地改革が進み，農
村開発政策も実施されたことで，社会経済的後進性は
急速に改善された。
　以上の調査からは，緑の革命だけでは捉えられない
農村の変動がうかがわれる 2）。降水に代表される自然
条件と灌漑の状況，世帯間の土地所有格差，商品作物
の導入状況，政府の政策などが，農村間の差異に強く
影響している。そして重要なことは，土地改革が漸進
的ではあるが進められ，また DPAPなどの後進地域
開発政策も一定の成果を得ていることである。

２．干ばつ常習地域の構造と変動
　緑の革命は農業生産の発展に功を奏したが，地域
間・階層間の格差を招くなど多くの問題も有してい
た。そのため，インド政府は第 4次 5カ年計画（1969
～ 73年度）から格差是正の諸施策に着手する。1970
年 代 に は 小 規 模 農 向 上 事 業（Small Farmers 
Development Agency: SFDA）や干ばつ常習地域計画
（DPAP）を発足させ，低開発地域や農村の低所得層
を対象とした農村開発政策が進められた。1978年に
はそれらを統合した総合農村開発計画（Integrated 
Rural Development Programme: IRDP）も登場する。
　このような状況認識から，1990年前後から低開発
地域や低所得階層の実態をより広い地域で解明する研
究が進められた。具体的には，干ばつ常習地域に焦点
を当てた研究であり，村落レベルの詳細な調査により，
低開発地域の停滞と発展の諸相を描き出そうとした。
　 6つの調査村は，インドの内陸の中央部分を埋める
ように，北からラージャスターン州 1村，マディヤ・
プラデーシュ州 3村，マハーラーシュトラ州 2村が
選ばれた。いずれも降水量が 1000mm以下と少なく，
干ばつに襲われやすい地域である。6村全体について
は，藤原（1992）がまとめているが，各村の詳細は
個別論文としてもまとめられている（中里ほか，
1992; 米田ほか，1992; 南埜ほか，1992; 友澤ほか， 
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1992; 岡橋ほか，1992）。これらから明らかになった
ことは以下の通りである。
　 6つの調査村のうち，4村では 1970年代に入って
用水路や井戸により組織的な灌漑が行われるように
なった。その結果，灌漑が進んだ村では伝統的な天水
ミレット農業から収益性の高い商品作物の栽培へ移行
し，現金収入が増え，自立的な上層農家も現れたが，
未だ経営的には不安定さを残していた。また，土地・
水資源の多用により土地の荒廃や資源の枯渇も懸念さ
れており，生態系の保全の点で問題がある。また，商
品生産が拡大した地域では，住民が経済的利益を求め
て自立的となり，従来のカースト制度による伝統的村
落の規範を超える動きもみられた。また新たな階層分
化がカーストの枠を超えて進行した。
　組織的な灌漑が行われなかった 2村では，農業にお
ける商品生産の展開も微弱であった。ダム直下にあり
ながら灌漑の恩恵を受けていない村では，天水ミレッ
ト農業が存続するが，ミルク生産家畜の増加が顕著に
なった。ただし，頻発する干ばつの影響を受け，農業
自体は不安定性が強い。もう一つの指定トライブの卓
越村では，土地が痩せているうえ，灌漑も行われてい
ないため，農業から離脱する動きがみられる。それは，
経済的に近隣都市への薪販売に大きく依存し，農業収
入には期待していないためである。この 2村では，干
ばつが農業の発展を阻害し，それに由来する低開発の
構造が村民の生活を大きく規定していた。

３．商業的農業の展開と農産物市場
　経済発展にともない商業的農業の進展がみられるよ
うになり，1990年代にはこの点に焦点をあてた研究
が増えた。Araki（1995），荒木（1997）は農村で商
品作物の生産が拡大している事例を報告した。2000
年前後になると大都市の農産物市場からみた農産物流
通の検討にも大きな成果が得られた。荒木（1999）
および荒木（2004）ではデリー，荒木（2005）では
バンガロールを対象に，都市卸売市場に入荷する青果
物について分析を行い，増大する大都市の需要に合わ
せて広域流通が拡大するなど，野菜供給体制に大きな
変化が生じていることを解明している。特に，都市の
購買力の成長により価格の高い野菜生産が伸びている
こと，端境期に遠隔産地からの供給が増加する新たな
動きが指摘された。
　畜産に関しては，まず生乳需要の増大に対応した酪
農の急激な発展，すなわち「白い革命」が重要である。
1970年代から生乳の流通システムの構築にともない
酪農の発展がもたらされ，中里の一連の研究はこの点

に注目しその存在形態について多くの成果をあげてき
た。「白い革命」の成功に関しては，酪農協同組合の
役割が大きかったことをグジャラート州の事例により
明らかにしている（中里，1998;中里，2001）。また，
その前史として重要な意味を持つ都市搾乳業につい
て，英領時代にさかのぼった検討も行っている（中里，
2005）。都市搾乳業の現状については，英領時代から
重要拠点であったパキスタンのカラーチについての研
究がある（中里，2006）。酪農以外では，後藤（2006）
は食肉需要増大の中で急成長するブロイラー生産に注
目し，全国的な鶏肉生産・流通システムの整備や，ブ
ロイラー飼養地域の分布とその拡大，雛を供給する孵
卵企業がその成長に大きな役割を果たしていることを
示した。
　なお，漁業に関しては成果がきわめて少ないが，森
（1991）による西ベンガル州の輸出向けエビ養殖の研
究を挙げておきたい。

４．経済発展にともなう農村の変貌
　農村の変貌は，上述の農業だけでなく商業や工業か
らも見る必要がある。中山（1983）はインドの農村
開発政策の拠点となっている核集落における商業機能
の発展を考察し，また中山（1989）は，農業労働の
集約化にともなう農具の使用頻度の増大や住宅の新改
築の増加等により農村において伝統的職人層が増大し
ていることを指摘した。
　インド農村では流通面で定期市が重要な役割を果た
してきた。この方面の研究においてまとまった成果を
あげたのは，石原潤とその共同研究グループである。
この共同研究には地理学以外に歴史学，人類学，経済
学の研究者も加わり，学際的編成により多方面からの
検討が行われた。その成果として，石原の一連の個別
論文があるほか（石原，1978; 石原，1983；石原，
1984；石原・溝口，1988; 石原，1990，石原・溝口，
1992; 石原，1993），共同研究の報告書も発行された。
Ishihara ed.（1984）は南インド，Ishihara ed.（1987）
はバングラデシュ，Ishihara ed.（1989）は西ベンガル
と東ネパール，Ishihara,ed.（1991）は北インドと，イ
ンドを中心に南アジアにおける定期市の分布・機能・
構造，定期市商人，定期市購買者などについて精力的
な研究が行われた。その貴重な成果は石原・溝口
（2006）にまとめられている。定期市の重要性や特性
にはかなりの地域差があり，人口密度などの環境的要
因，経済発展や市場経済化の程度といった経済的要因
が大きいことが明らかにされている。なお，定期市は
社会のさまざまな要素が交錯する場でもある。溝口
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（2006）は定期市調査の折の体験をもとにカーストを
軸にこの点を活写している。なお 応地（1986）は規
範的な検討によりインドの定期市に迫った研究であ
り，定期市を中心とする局地的市場圏に焦点を当てて
いる。
　経済自由化前夜の農村の状況については， 3つの州
を対象に，農村地域の変化を主に農村開発と人的資質
の側面から検討した村上誠らの共同研究がある。その
成果は，地誌研年報の第 3号（1993）と第 4号（1994）
の英文による特集や村上編（1999）にまとめられて
いる。1960年代末から 1970年代にかけて広島大学が
調査した村を再度調査することにより，農村の変化を
時系列データにより把握し，土地所有，人口移動，就
業構造，農業，工業，教育など，多くの面で農村に変
化が生じていることが明らかにされた。
　経済自由化後の農村の変貌では，工業化や都市化に
ともなう変化が注目されている。ＭＰ州の大規模工業
団地とデリー首都圏のノイダを対象に，工業化の進展
状況とそれにともなう地域変化を考察した岡橋編
（1997），岡橋編（2003）および Okahashi ed.（2008）
がその代表的成果である。ＭＰ州の大規模工業団地に
近接する 1農村では，農業経営（荒木，1997），農村
住民の消費生活（荒木，2001），就業構造・社会構造
（澤，1997; Sawa and Araki， 2008）などが検討された
が，この調査時点では工業化の影響はあまり大きなも
のではなかった。しかしながら，同じ村について
1996年と 2007年の耐久消費財所有の比較を行った荒
木（2013）では，普及の一層の進展と社会階層や経
済階層の枠組みにおける部分的な変化が報告されてい
る。近年の農村変化が一次資料に基づき実証的に明ら
かにされた点で，他にない貴重な成果といえよう。
　デリー首都圏の郊外農村では（南埜，1999; 
Minamino et.al，2008），土地利用面で大きな変化はな
かったが，就業面や村の社会構造で大きな変化が生じ
ていた。インド農村の変化をより総合的に把握しよう
としたものとして，工業団地に近接するバンガロール
近郊の村落を対象とした澤・南埜（2006）がある。
工業化が農村に与えた影響をグローバル化による脱領
域化と再領域化という独自の視点から捉えている。
　経済自由化後の農村の変化を，山岳部の低開発地域
を対象に捉えた研究もある。インド・ヒマラヤのウッ
タラーカンド州は低開発問題を抱え，域外就業など外
部への従属性が顕著であった（岡橋，2011）。しかし，
この州の都市近郊の 1山村では，教育水準の向上と就
業・所得面での改善が顕著に認められた（岡橋ほか， 
2011b）。この地域では観光化の影響も大きく，中條・

ラワット（2009）は農村部で，Hino（2010）は地方
都市を対象として，観光化の進展と宿泊施設の展開を
明らかにしている。
　以上の研究からは，経済自由化後の農村が総じて経
済的な向上をとげたことがうかがわれるが，地理学的
には全国的スケールでの地域構造や地域格差と関連づ
けて説明することが課題となろう。
　農村の変化は，農村政治にも変化をもたらした。カー
ストコミュニティによる利害配分が重要なインドの場
合，経済的視点に加えて政治的な視点が特に重視され
るべきであろう。この点では，森（1997），森（1998），
森（2006），森（2009），森（2011）が左翼戦線政権
下の西ベンガル州農村を対象とし，農民の政治参加に
焦点を当てた研究を行っている。南埜（1997） は水利
用とカーストやジェンダーを絡めて南インドの農村社
会の変化を考察している。
　以上みたように，この間の農村社会の変貌について
は多くの成果が得られた。ただ，森（2001）が指摘
するように，そのような社会変化のとらえ方に関する
吟味も必要であろう。そこで表明されている，農村住
民の主体性に着目することの提起は，客観的なデータ
を重視しがちな地理学にとって，特に重要な指摘とい
えよう。

Ⅲ．工業化の展開と新たな工業地域の形成
１．経済自由化以前の工業
　独立後の計画経済期におけるインドの工業および工
業化を包括的に検討した貴重な研究として，北インド
を対象とした中山（1982）がある。また，この時期
の伝統的工業については，宮町（1989）が農村に強
固な存立基盤をもつ西ベンガル農村の織布業を，村上
（1993）が UP州農村におけるサリー織布業を考察し
ている。
　1980年代には部分的な経済自由化が行われる。こ
の時期には限定的ながら外国資本の導入が行われ，そ
れによる工業化が徐々に活発化した。友澤（1991）
は自動車産業の展開とその空間配置を日系企業の事例
を中心に検討している。また，この時期は政府の地域
政策により後進地域での工業団地開発が行われた。そ
の代表的な工業団地の総合研究として，ＭＰ州の大規
模工業団地を対象とした岡橋編（1997）がある。友
澤（1997）は同団地を対象に，工業立地と生産シス
テムの考察を行い，大都市から離れた地域の特徴を明
らかにしている。同じ工業団地における大規模工場を
対象に，工業労働市場の検討も行われ，工場労働市場
の階層性，臨時工への農村過剰人口の流入，スタッフ
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や正規工における上位カーストの卓越などが明らかに
された（岡橋・友澤 2000）。岡橋ほか（2011a）は，
北部山岳地域を対象として，低開発から脱却するため
に行われた州政府主導の工業開発がその後の経済自由
化の過程で失敗に至ったプロセスを明らかにしている。
２．経済自由化後の産業発展と産業集積
　インドは 1991年から経済の自由化を断行したが，
その具体的成果としての産業の発展は 1990年代の中
頃には目に見える形で出てくる。外国からの直接投資
の増加により，製造業と ICT産業が顕著な成長を示
した。製造業に関しては，インドの場合，東南アジア
や中国の輸出指向型工業化と異なり，国内市場指向が
強いことが大きな特徴である（友澤，2005）。これに
対して，ICT産業はアメリカ合衆国などへの輸出指向
がきわめて強い。
　友澤（1999）は経済自由化直後のデリー首都圏の
工業団地における自動車産業の集積の特徴を明らかに
している。その後 2000年代に入ると，大都市の郊外
は，外国資本が集積する新たな産業空間として飛躍的
な発展をとげていくが，それ以前の工業化の貴重な一
断面であるといえよう。
　自動車産業発展のダイナミズムについては，友澤の
一連の研究により，その全体像がほぼ判明している。
友澤（2003）は，インドの自動車産業の特徴として，
経済自由化以前に国内資本による発展過程を有し自動
車産業の集積が形成されていたこと，経済自由化は多
数の外国資本の進出により市場競争の構造を大きく変
え，集積地域にも盛衰があることを指摘した。具体的
な集積地域の事例研究としては，バンガロール近郊に
進出した日系自動車企業による生産システムの構築
（友澤，2004），デリー首都圏地域（NCR）に形成さ
れた日系自動二輪車企業の産業集積の構造（友澤，
2007）が研究されている。また，2000年代に入って
変化した全国レベルの状況も把握されている。友澤
（2011）は自動車産業の立地傾向として，既存の自動
車工業集積地指向と特別カテゴリー州への新規立地と
いう二つの動きを見出し，後者をインド独自のものと
捉えている。また友澤（2012）は自動車部品産業の
立地を検討し，主要自動車メーカーの組立工場配置に
対応して 3つの自動車部品工業集積地域があること，
それにともない企業レベルでは複数工場化と多所立地
化が進んでいることを明らかにした。さらに，友澤
（2013）では，デリー首都圏地域における自動車産業
の集積がさらに外延的に拡大していることを，最前線
のラージャスターン州アルワル県を事例に報告してい
る。

　ICT産業は，インドの経済発展の象徴として多くの
研究者が注目し，研究成果も少なくない。日本でも経
済学者とともに地理学者が研究成果をあげている。地
理学では，北川（2000）が Indian Software Directory
を用いて，ソフトウェア産業の実態と地域的な分布を
逸早く明らかにし，北川（2004）では同産業の成長
過程と各集積地の動向を詳述した。さらに，北川
（2008）と北川（2011）では新たな動きのフォローアッ
プもなされている。
　これらの全国を対象とした研究に対し，特定の集積
地域の実態についても研究成果がある。Aoyama
（2003），鍬塚（2006）はともに ICT産業の代表的集
積地であるバンガロールを対象としているが，特に後
者は詳細な企業データの分析により，その重層構造と
分業の未発達を指摘している。鍬塚（2004）は情報
通信技術を活用した業務受託サービスとしてコールセ
ンターに注目し，大都市部への集積を確認するととも
にデリー首都圏での立地の特徴を把握し，既存の都市
構造に与える地域的インパクトについて，オペレー
ターの就業形態に着目して考察した。近年の新たな動
きとして地方都市への立地分散に関する研究も出てき
ている（鍬塚，2012; Kuwatsuka，2013）。輸出指向の
アジア産業集積におけるローカル企業の主体的な能力
を検討する事例として，インド ICT産業集積をとり
あげた意欲的研究もなされている（鍬塚，2010）。こ
の研究は国内に十分な市場や技術・知識の蓄積のな
かった発展途上国のローカル企業が，「学習」を通じ
て国際的な競争力を獲得していく過程や条件を検討す
ることを意図しており，インド ICT産業では多国籍
企業のみが域外との関係を主導するわけではなく，
ローカル企業も域外との関係を構築しアップグレード
を促進していると主張する。
　自動車産業と ICT産業以外については，未だ研究
が少ない。それらが強い大都市立地指向をもつだけに，
より分散的な立地を示す業種の検討が必要であろう。
この点で，繊維衣料産業の集積として，政策的に推進
されているテキスタイルパークに焦点を当てた宇根
（2011）は貴重な成果である。
　若年層人口の多いインドにとって，製造業に向けた
人的資源開発は大きな意味を持っている。その点で，
職業教育の実態把握が重要である。岡橋（2007b）は
技能労働者の養成を目的とした ITI（産業訓練校）を
事例として，修了者に失業者が多いことから需要との
ミスマッチがあることを指摘するが，同時にバンガ
ロールでの調査企業の中にニーズに対応した優れた事
例も見出している。他方，製造業の労働市場は経済自
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由化後のグローバル競争の激化の中で急速に非正規化
が進んでおり，労働市場の不安定化をまねいている。
岡橋（2004）はデリー郊外の工場労働者と企業の双
方の調査により，臨時工の増加とその要因，さらにそ
うした状況の問題点を明らかにしている。実際のとこ
ろ常用工と臨時工には賃金・雇用条件に大きな格差が
あるが，その矛盾が労働争議の発生を招いているとし
て，日系企業の事例を詳細に検討した（岡橋，2006）。
　外国資本の製造業の多くが大都市圏を指向する中
で，一定の条件が整えば大都市から離れた後進地域で
も工業化が進行している。友澤（2008）はこれに該
当する事例として，ウッタラーカンド州を対象に，中
央政府の地域政策のもとで進む州政府の産業開発戦略
と工業立地の実状を考察している。

Ⅳ．都市化・大都市の発展と空間構造の再編
１．経済自由化以前の都市化と人口移動
　インドの都市化は，経済自由化以前から徐々に進ん
できた。バンガロールの都市化は，スラムの拡大と同
時に，先進国のモデルではみられない，都市の中心地
区における乳牛の頭数増加をもたらした（中山，
1987）。大都市では人口増加に伴い，都市問題も深刻
化した。北川（1987）は都市問題の深刻なカルカッ
タの状況を報告した。なお，インド人研究者による都
市研究の成果をまとめた中山（1986）も貴重な成果
である。世界各国の都市システム研究の一環として，
インドのそれについても研究が行われた（北川
1985）。
　全インドのスケールで人口移動を検討した研究とし
て，1971年のセンサスにより分析した佐藤（1984）
の成果がある。特に，男子の農村から都市への移動に
おいて州内移動が 70％と卓越し，また彼らの多くが
単身を続けず所帯形成に至るとする点は，従来の男子
単身移動説に修正を促すものであり興味深い。これと
関連して，古賀ほか（1980a，1980b）は，北インド
の 3都市において住民への面接調査データにもとづ
き，農村からの人口移動のメカニズムに接近している。
他の発展途上国同様，人口移動には経済的要因だけで
なく連鎖移動や社会資本の格差が作用していることを
明らかにしている。

２．経済自由化後の大都市の発展と都市システム
　1990年代に入ると，大都市が郊外地域を中心に著
しい発展を見せるようになる。それに合わせて，イン
ドの大都市について都市開発制度やその過程，住宅供
給やインフラに焦点を当てた研究も蓄積されてきた。

北インドではデリー大都市圏の郊外地域であるノイダ
やグルガオンについて研究が進み，由井（1999）は
ノイダの都市開発と住宅供給，由井（2005b）はグル
ガオンの都市開発について考察している。南インドで
は IT産業のメッカであるバンガロール大都市圏で研
究がなされ，由井（2005a）は都市開発，南埜（2005）
は都市用水に焦点を当てて考察した。由井（2010）
は急速に変貌する現代インドの大都市について，その
都市景観の複雑さと都市開発の課題を概観している。
インドの大都市の発展を景観的に印象づけるのは
ショッピングモールであるが，デリー首都圏について
は土屋（2013）が得られた。大都市の小売り商業の
研究は未だ少ないだけに、今後の研究の進展が期待さ
れる。
　数は少ないが地方都市についての研究もなされてい
る。由井（2012）は州都であるシムラをとりあげ，
山岳地域という立地条件やヒルステーションとしての
歴史をふまえて，その政治都市としての特徴を説明す
る。地方の新興工業開発地域における最近の都市開発
については，由井（2011）がある。また，由井（2009）
は 1980年代に開発された新興工業開発地域の住宅団
地について，その後の変貌を追跡している。
　全国レベルでインドの都市発展を捉える際には，都
市システムの考え方が重要である。グローバル化や，
国内市場の拡大，流通システムの整備などにより，都
市システムは変化すると考えられる。この点に関連し
て，阿部（1999）の 1995年時点のデータを用いた経
済的中枢管理機能の検討がある。本社数で首都が第 1
位ではないこと，本社数・支所数からは，上位７都市
とそれ以外に大きな較差があること，ムンバイが都市
システムの中心であることなど興味深い知見が得られ
ている。日野（2004）は都市システムに企業の販売
網と支店配置からアプローチし，東西南北の 4大地域
区分と州を単位とした組織化，拠点としての 4大都市
（デリー，ムンバイ，チェンナイ，コルカタ）の重要
性を明らかにしている。また外国資本については，進
出先は上位８大都市に集中し，企業による評価ではム
ンバイとデリーがほぼ並んでいることが明らかになっ
ている（日野，2005）。これらから，今後は，デリー
が最上位のグローバル都市として発展する可能性があ
るといえよう。

 ３．全国規模の空間構造とその再編
　インドでは，近年の経済発展に伴い空間構造の再編
が急速に進んでいる。この点は既にレビューした通り
であるが，工業化，都市の発展，農村の変化に関する
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研究成果からも容易に推測できる。しかし，大国であ
り，地域的な多様性が大きいインドにおいては，個々
の地域の変化にとどまらず，それらを総合して全国レ
ベルの空間構造を把握することが必要である。
　古賀（1982）が述べるように，独立後のインドでは，
1960年代になってようやく地域間の不均衡是正に政
策的関心が寄せられるようになり，1970年代から 80
年代にかけては，工業化による地域開発が地域格差是
正の手段として積極的に実施された。このような地域
政策は，開発を優先すべき後進地域の認定，それらの
地域への補助金等の優遇措置，ライセンス制による企
業の立地誘導というように，全国的な空間構造を問題
にした地域政策であるところに特徴がある。しかし，
経済自由化後は規制緩和によりそのような地域政策が
効果を発揮する条件が失われた。
　これまで全国的な空間構造に取り組んだ研究はきわ
めて少ない。希少な代表的研究である佐藤（1994）は，
地域研究の立場から経済現象にアプローチした研究で
あり，空間的あるいは地理的関係において諸セクター
間の関係を描きだしている。特に，インドの空間構造
を３つの対比，①内陸インドと沿海インド，②東部イ
ンドと西部インド，③南部インドと北部インド，によ
り三次元的に描き出した点は重要な成果である。
　岡橋（2012）は，この佐藤（1994）をふまえ，さ
らに中国に関する地域研究の成果も参照しながら，現
代インドの空間構造を捉える枠組みを提示し，今後の
地域発展は新たな広域的な集積地域であるメガ・リー
ジョンの形成を軸に展望すべきことを主張する。岡橋
（2009）は経済成長のボトルネックを指摘するが，経
済空間の統合には交通等のインフラ整備が重要として
いる。また，経済成長に伴い拡大しているとされる地
域格差についても言及する。
　澤（2010）も大局的な空間を問題にしている。グロー
バル経済下のインドにおける空間の再編成を地域ス
ケールに留意して脱領域化と再領域化を軸に説明す
る。ただし，空間構造そのものには言及していない。
　現代インドの研究には中国との比較論も有効であ
る。未だ少ないが，岡橋ほか編（2005）はそのよう
な試みの一つといえよう。
　最後に，グローバル化が進む中，世界に進出してい
るインド人移民の研究も重要である。これについては，
世界のインド系コミュニティについての共同研究を
行った古賀ほか（2000）が重要な成果として特筆に
値する。この研究では日本のインド人移民社会は分析
の対象となっていないが，その後次のような貴重な成
果が得られた。南埜・澤（2005）はオールドカマー

中心の社会について神戸市を事例に検討し，ローカル
な「場所」との結びつきの強さを見出している。他方，
澤・南埜（2009）はニューカマー中心の東京大都市
圏を取り上げ，IT技術者が中心の集住地であること，
「場所」との結びつきの弱さ，インターネットの重要
性を指摘している。

Ⅴ .　おわりに
　以上，現代インドに関する 1980年代以降の研究成
果を検討した。日本の地理学においては，この約 30
年の期間にフィールドワークにもとづき多くの研究成
果が蓄積されてきた。地理学における海外地域研究の
中では，インドは業績の多い地域の一つと言えよう。
これらの研究が行われたのは，経済自由化が行われ，
経済成長が加速した時期であったが，それゆえ，都市
や農村の社会経済的変化の実態とそのメカニズムに資
する多くの研究が得られたといえよう。しかし，急速
な発展をとげる大都市や全国レベルの空間構造の研究
は未だ緒についたばかりであり，今後の体系的な研究
の進展が望まれる。また，これまでの研究蓄積をもと
にした現代インド地誌の刊行 3）も地理学者の重要な
仕事であろう。本稿ではなしえなかったが，南アジア
の諸国の動向も併せて把握し，経済成長するインドと
の関係を検討することも緊要の課題であろう。
　他の学問分野との交流を進めていくことは当然なが
ら大きな課題である。現代の海外地域研究は地理学の
みならずさまざまな学問分野によって担われており，
学際的な交流と検討が不可欠である。現代インドの研
究においても，地理学はいかなる点で貢献できるのか，
また地理学の研究に何が不足しているのか，真摯な問
いかけが求められる。この点では未だ課題が多いとい
わざるをえないが，2010年から始まった人間文化研
究機構による現代インド地域研究の事業には地理学者
も多数加わっており新たな成果が生み出されることが
期待される。
　最後に，岡橋ほか（2012）がインドの地理学につ
いて指摘するように，経済自由化後の変化を捉えるに
は経済地理学的な研究が有効である。それにもかかわ
らず，インドではこの種の研究が極めて少ない。この
状況を変えるには，研究の成果を対象国に積極的に還
元すること，さらに双方の地理学者の学術交流を進め
ることが必要であろう。海外地域研究の対象国への貢
献はこのような点にもあるように思われる。

付記　本稿は Okahashi（2013）をもとに，文献の大幅な拡充
と本文の改稿を行ったものである。筆者の関心を軸に整理した
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ので，文献の見落としがあるかもしれないが，その場合はご寛
恕いただきたい。最後に，本稿を 2013年 9月に逝去された藤
原健蔵先生のご霊前に捧げたい。先生には，筆者の広島大学赴
任後インド研究にお導きいただき，多くのご指導を賜った。こ
こに記して，感謝の意を表する。

【注】
1）例えば古賀（1970）は，階層間格差の拡大の事実から，

土地改革が新たな課題として浮上してきているとの認識を示

している。

2）なお，この共同研究に参加した応地（1981）は，インド

における稲作と雑穀作との農法的連続性を自然環境との関係

で明らかにしたが，それは同様の生態系をもつ西アフリカと

の比較研究に発展した。

3）最近では，全国スケールの友澤編（2013），州レベルの地

方を対象とした岡橋編（2014）がある。
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　　 This article examined regional studies on contemporary India by Japanese geographers, specifically since the 
1980s. These studies were undertaken during a period of partial economic liberalization in 1980s and the full-fledged 
economic liberalization since 1991. During this period, India’s transition from a stagnant to a dynamic economy 
became apparent. This paper investigated a variety of factors in India’s development. First it examined researches 
relating to the changes in agriculture and the rural development that were important to India’s economic development. 
Second, it examined the dynamic features and major regional changes as part of economic liberalization, which 
includes reorganization of spatial structures pertaining to industrialization and the formation of new industrial regions, 
the progression of urbanization and development of major cities, and economic growth. During this period, the 
research conducted by Japanese geographers yielded many important achievements and results based on fieldwork. In 
the research conducted in an era of economic liberalization and rapid economic growth, there are a number of studies 
that provide valuable insights into the socioeconomic changes in India’s cities and villages and the mechanisms behind 
them. However, research studies on metropolitan cities and nationwide spatial structures have only just got underway, 
and we hope for more systematic research on them will be undertaken in the near future.


